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PFASに関する今後の対応の方向性 

 

令和５年７月・PFASに対する総合戦略検討専門家会議 

 

PFAS（ペルフルオロアルキル化合物及びポリフルオロアルキル化合物の総称、参考資

料４を参照）の一つである PFOS（ペルフルオロオクタンスルホン酸）や PFOA（ペルフ

ルオロオクタン酸）については、人の健康の保護の観点から、その目標値や基準に関し

国際的にも様々な科学的な議論が行われ、POPs条約※１においても規制対象物質とされ

ている。一方、これまでに環境省等が行った調査において、局地的に比較的高濃度の

PFOS、PFOAが検出された地域の関係自治体や地元住民からは、その影響に関する不安

や、目標値や基準値の検討等の対策を求める声が上がっている。さらに、PFOS、PFOA

以外の PFASについても、各国・各機関において、これらの物質に関する管理の在り方

等が議論されてきている。 

こうした状況を受けて、国内外の最新の科学的知見及び国内での検出状況の収集・評

価を行い、これらを踏まえた科学的根拠に基づく PFASに対する総合的な対応策を検討

するとともに、国民への分かりやすい情報発信を通じて、国民の安全・安心に資するこ

とを目的として、学識経験者等からなる「PFASに対する総合戦略検討専門家会議」（以

下「専門家会議」という。）が環境省水・大気環境局に設置され、これまで４回にわた

り検討を行ってきた。 

これまでの議論を踏まえ、現時点で取り組むべき事項を「PFASに関する今後の対応

の方向性」として以下のとおりまとめたので、今後、環境省を中心とした関係機関等に

おいて、PFASに関する当面の対応として活用され、国民の安全・安心に向けた取組が

更に連携して推進されることを期待する。 

今後、以下の取組の進捗については、専門家会議として確認して、必要な意見・助言

をしていく。 

※１：残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約（ Stockholm Convention on Persistent 

Organic Pollutants （POPs）） 

 

１．PFOS、PFOAへの対応について 

 PFOS、PFOAについては、製造・輸入等の禁止、廃棄物の適正処理の推進、水環境中の

暫定目標値の設定、ばく露防止に係る「PFOS及び PFOAに関する対応の手引き」の策定等

の対応が実施されてきたが、更なる対応の強化のため、（１）～（４）の取組について継

続・充実を図ることが必要である。 

（１）管理の在り方について 
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○  正確な市中在庫量の把握などの管理の強化 

  新たな環境中への排出を最大限防ぐことが極めて重要である。このため、

PFOS含有泡消火薬剤等の正確な市中在庫量の把握など、管理の強化に向けて検

討することが必要である。 

○  泡消火薬剤の更なる代替促進 

  PFOS含有泡消火薬剤等の代替に向けた各関係主体の取組を把握した上で、更

なる代替を促進することが必要である。 

○  環境中への流出防止 

  PFOS、PFOA含有廃棄物の適正処理を引き続き徹底すべきである。 

  PFOS、PFOAを水質汚濁防止法に基づく指定物質に位置づけたことを踏まえ、

事故等により、PFOS、PFOAを含む水が公共用水域等に排出された場合の対応等

を引き続き徹底すべきである。 

○  水質の暫定目標値の取扱の検討 

  PFOS、PFOAの毒性評価情報の収集、検出状況の把握を進めるとともに、WHO

（世界保健機関）、USEPA（米国環境保護庁）等における動向及び食品安全委員

会における検討も踏まえて、「PFOS・PFOA に係る水質の目標値等の専門家会

議」※２及び「水質基準逐次改正検討会」※３において PFOS、PFOAの水質の暫定

目標値の取扱を引き続き検討する必要がある。 

※２：公共用水域及び地下水における指針値（暫定）の取扱を検討するため、環境省に設置。 

※３：水道水質基準の逐次改正等を検討するため、厚生労働省に設置。 

（２）暫定目標値等を超えて PFOS、PFOAが検出されている地域等における対応 

○  対応の手引きの充実による飲用ばく露防止の徹底 

  水環境中から暫定目標値等を超える値で PFOS、PFOAが検出されている地域に

ついては、飲用によるばく露防止の取組を実施し、引き続き「PFOS及び PFOA

に関する対応の手引き」に基づいて適切に対応することが必要である。 

  さらに、ばく露防止の対策を徹底するため、各自治体の参考となるような追

加調査や濃度低減のために必要な措置の検討に資する参考情報等を「PFOS及び

PFOAに関する対応の手引き」に追加すべきである。 

○  自治体による健康状態の把握 

  PFOS等による健康影響への不安の声が上がっている地域においては、地域保
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健を担当する各自治体が、地域保健活動の一環として、健康指標に関する既存

統計を用いるなどして当該地域の健康状態を把握し、地域住民に向けた情報発

信をすることが望ましい。 

（３）リスクコミュニケーション 

○  今回作成する Q&A集を活用した丁寧なリスクコミュニケーションの実施 

  Q&A集の環境省ホームページへの掲載、自治体への配布、自治体向け説明会

の実施等により、関係者による丁寧なリスクコミュニケーションを促進するこ

とが必要である。 

  なお、Q&A集については、今後も最新の知見や国民が知りたい情報を踏まえ

て、必要に応じて更新していくことが望まれる。 

（４）存在状況に関する調査の強化等 

○  環境モニタリングの強化 

  PFOS、PFOA については、既に「化学物質の審査及び製造等の規制に関する法

律」（以下「化審法」という。）に基づく製造・輸入等の原則禁止、公共用水域・

地下水及び水道水中の暫定目標値等の設定、水環境中の暫定目標値等を超過した

場合の「PFOS及び PFOAに関する対応の手引き」に基づくリスク管理等の措置が

とられている。 

  したがって、継続的な環境モニタリングの実施により適切に検出状況の推移を

把握し、その結果に応じ適切なリスク管理対策をとっていくことが重要である。

また、令和６年４月より水道水質・衛生に関する業務が環境省に移管されること

を踏まえ、水道水質を含め一体的に知見の集積に努めていくことが重要である。 

  PFOS、PFOAを要監視項目に位置づけた令和２年度以降、多くの自治体が公共用

水域・地下水における PFOS、PFOA のモニタリングに取り組んでいる状況である

が、今後もより情報を充実させるために、排出源となり得る施設が立地している

地域や、過去に暫定目標値等を超える値で PFOS、PFOAが検出された地域を含め、

自治体に対して幅広い地域における調査の実施及び調査結果の共有を働きかけ

ていくことが必要である。 

  土壌については、自治体と連携して地域の実情に応じて知見の集積を進めてい

くことが望ましい。 

○  化学物質の人へのばく露モニタリング調査の本調査の実施に向けた検討 

  環境省が国際的な条約（POPs条約）で規定されている有効性評価などのために

一般的な国民のばく露状況の経年変化等を把握することを目的として実施して
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いる血中濃度調査である「化学物質の人へのばく露量モニタリング調査」では、

PFOS、PFOAを含めた化学物質の血液や尿中の濃度調査を、現時点ではパイロット

調査※４として実施している。 今後、「化学物質の人へのばく露量モニタリング調

査検討会」における有識者の助言を得つつ、一般的な国民の化学物質へのばく露

量を把握するため、調査規模の拡大や自治体との連携など、本調査の実施に向け

た検討を進めることが必要である。なお、地域での血中濃度調査の実施について

は、血中濃度のみを測定しても健康影響を把握することができないのが現状であ

るとともに、地域における存在状況に関する調査としては、環境モニタリングの

強化で対応することが妥当であり、本調査の結果や今後の研究・調査の進展等も

踏まえて検討すべきである。 

     ※４：調査対象者の募集方法等の検討のための調査 

 

２．PFOS、PFOA以外の PFASへの対応について 

 PFOS、PFOA以外の PFASについては、非常に数が多く、個別の有害性や環境中での存

在状況に関する知見が不足ないし存在していないものが多いため、更なる科学的知見等

の充実（３.を参照）を図りながら対応していくことが必要である。 

具体的には、POPs条約で廃絶対象となっている物質等（物質群１）とそれ以外の物

質（物質群２）に大きく分類して対応することが考えられる。 

＜物質群１： POPs条約で廃絶対象となっている物質等＞ 

 国際的にも一定の知見が得られ優先的に取り組まれている物質として POPs条約で廃

絶対象とすることが決定している物質（PFHxS：ペルフルオロヘキサンスルホン酸）及

び POPs条約で廃絶対象として検討中の物質（長鎖 PFCA：長鎖ペルフルオロアルキルカ

ルボン酸（ペルフルオロノナン酸（PFNA）など））を対象として優先的に取り組むこと

が適当である。 

（１）管理の在り方 

○  POPs条約の廃絶対象となっている物質（PFHxS） 

  POPs条約の廃絶対象となっている物質（PFHxS）については、化審法の第一

種特定化学物質に指定すべく作業が進められており、これを速やかに進めるこ

とにより、製造・輸入等を原則禁止すべきである。 

○  POPs条約の廃絶対象として検討中の物質（長鎖 PFCA（PFNAなど）） 

  POPs条約の廃絶対象として検討中の物質（長鎖 PFCA（PFNAなど））について

は、引き続き POPs条約における議論に参加しつつ、必要な情報（物性、有害
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性、製造輸入量、使用実態など）の収集を進め、管理の在り方を検討すること

が必要である。 

（２）存在状況に関する調査の強化等 

○  環境モニタリングの強化 

・  既に POPs条約の廃絶対象となっている物質（PFHxS）については、化学物質環

境実態調査において一般的な環境中（水質、底質、大気等）の存在状況の把握や

要調査項目としての水環境中のモニタリングを引き続き進めるべきである。また、

土壌については、自治体と連携して地域の実情に応じて知見の集積を進めていく

ことが望ましい。 

・  POPs条約の廃絶対象として検討中の物質（長鎖 PFCA（PFNAなど））について

は、必要に応じて化学物質環境実態調査において一般的な環境中（水質、底

質、大気等）の存在状況の把握や要調査項目に位置づけるなど水環境中のモニ

タリングを進めるべきである。 

  分析法が確立されていない物質については、その分析法の開発にまず着手す

べきである。 

○  化学物質の人へのばく露モニタリング調査の調査対象物質についての検討 

  POPs 条約の廃絶対象となっている物質（PFHxS）及び POPs 条約の廃絶対象と

して検討中の物質（長鎖 PFCA（PFNA など））については、「化学物質の人へのば

く露モニタリング調査」の対象物質に追加することを「化学物質の人へのばく露

量モニタリング調査検討会」における有識者の助言を得ながら検討すべきである。 

 

＜物質群２： それ以外の物質＞ 

国際的にも一定の知見が得られ優先的に取り組まれている物質以外については、

（１）～（３）のとおり取り組むべきである。 

（１）当面対応すべき候補物質の整理 

  各国の規制動向、国内法令に基づく取扱状況、製造・輸入等の状況、モニタリ

ングによる検出状況、現時点で確立されている分析法の適用の可否等を踏まえ、

当面対応すべき候補物質※５を整理すべきである。 

  ※５：当面は分析可能性や化審法等国内法令における取扱状況、科学的知見の充実等を考慮し

つつ、数十物質程度とし、随時見直し・追加を行うことが考えられる。 
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（２）存在状況に関する調査の強化等 

○  水環境中の存在状況の調査 

  （１）の候補物質を物質群として、様々な分析法の開発状況を踏まえながら必

要に応じて水環境中の要調査項目に位置づけ、水環境中の存在状況を調査すべき

である。 

○  化学物質の人へのばく露モニタリング調査の調査対象物質についての検討 

  （１）の候補物質についても、化学物質の人へのばく露モニタリング調査の対

象物質に追加することを「化学物質の人へのばく露量モニタリング調査検討会」

における有識者の助言を得ながら検討すべきである。 

（３）（２）を踏まえた対応 

○  適正な管理の在り方の検討 

  個別物質として管理が必要な物質については、適正な管理の在り方を検討すべ

きである。 

○  物質群としての評価手法の検討 

  国内外の健康影響に関する科学的知見及び規制動向等の情報を踏まえ、諸外

国で行われているような複数の物質を総体としてリスク評価する手法などを参

考に、物質群としての評価手法を検討することが考えられる。 

 

３．PFASに関する更なる科学的知見等の充実について  

○  国内外の健康影響に関する科学的知見及び対策技術等の情報の継続的な収集 

  国内外の健康影響に関する科学的知見、規制動向、取扱状況、存在状況、分析

方法及び対策技術等の情報は、常に更新されており、継続的に収集を行うことが

必要である。また、関係省庁が取り組んでいる様々な科学的知見についても、把

握に努める必要がある。 

○  既存の知見の収集に加え、国内における関連する研究（健康影響やクロスメデ

ィアを通じたばく露防止の対策等）の推進 

  PFASに係る科学的知見は国内外を問わず十分とは言えないことから、神経、

代謝、生殖・発生、免疫系に対する影響や作用機序、発がん性等に関する知見

を踏まえた有害性評価、エコチル調査といった疫学研究などの PFASに関する国

内の研究を推進すべきである。 
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  また、我が国でも PFASの物性、実測値、排出シナリオ等を踏まえたモデル予

測などを用いた大気、公共用水域・地下水、土壌など様々な環境媒体からのば

く露状況の評価に関する研究やその対策技術に関する研究についても推進すべ

きである。 

○  PFASの環境中における存在状況の把握手法の検討   

  個々の物質のみではなく、PFASの環境中における存在状況を把握する手法

を、国内外の科学的知見等を踏まえ、検討する必要がある。 

○  PFASに関する科学的知見の発信 

  PFASの科学的知見の集積状況に応じて、適確な情報を国民に分かりやすく伝

えることが重要である。 

 

その他の資料 

 参考資料１ PFOS、PFOAに係る国際動向 

 参考資料２ PFOS、PFOAの国内の検出状況 

 参考資料３ PFOS、PFOAの国内の製造状況等 

 参考資料４ PFOS、PFOA以外の PFASに係る国際動向 

 参考資料５ PFOS、PFOA以外の PFASの国内の検出状況 

 参考資料６ PFOS、PFOA以外の PFASの国内の製造状況等 

 


